
 

 

 

 

 

 

 

第２章 調査の結果 
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１ 商店街の概要について 

 

１－１ 商店街の全体の店舗数                         

商店街の平均店舗数は30.9店。前回調査（令和３年度調査、以下同じ）の平均店舗数（35.0

店）と比べると4.1店減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 商店街におけるチェーン店舗数                     

商店街内に立地するチェーン店舗※数の平均店舗数は1.4店。前回調査の平均店舗数（1.7

店）と比べると0.3店減少した。 

最近１年間（前回調査までは最近３年間）のチェーン店舗数の変化についてみると、「増え

た」と回答した商店街はなく、「減った」と回答した商店街が1.6ポイントとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※  「チェーン店舗」とは、ブランドや営業等が多数の店舗で統一的に管理された店舗のこと。スーパー、コンビ

ニエンスストアのほか、ファーストフード店、ドラッグストア等が該当する。 

  

1.4

1.7

0.9

0 5

図表2 １商店街あたりの平均チェーン店舗数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

（店）

14.0

57.9

7.0

21.1

8.6

67.2

12.1 12.1
0

68.3

1.6

30.2

0%

20%

40%

60%

増えた 変わらない 減った 無回答

図表3 商店街におけるチェーン店舗数の変化

平成30年度

令和３年度

令和６年度

30.9

35.0

34.3

0 10 20 30 40 50

図表1 １商店街あたりの平均店舗数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

（店）
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１－３ 商店街の業種別店舗数の割合（業種構成）                

商店街の業種別店舗数の割合は、「飲食店（44.2％）」、「百貨店、大型ディスカウント店、

衣料品等（16.6％）」、「最寄品※小売店（16.2％）」の順に多くなっている。 

最近１年間（前回調査までは最近３年間）の業種別店舗数の変化をみると、「増えた」と回

答した店舗では、「サービス店（3.2％）」、「医療・保育・公共施設（3.2％）」、「飲食店（1.6％）」

「最寄品小売店（1.6%）」の順に多くなっている。一方、「減った」と回答した店舗は、「最寄

品小売店（6.3％）」、「飲食店（4.8％）」の順に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※  「最寄品」とは、消費者が、日常的に頻繁に購入する製品のこと。 例えば、食料品、洗剤、雑誌など。 

 

  

百貨店、大型ディスカウント店、

衣料品等

16.6

百貨店、大型ディスカウント店、衣料品等

21.5

百貨店、大型ディスカウント店、衣料品等

23.5

最寄品小売店

16.2

最寄品小売店

15.3

最寄品小売店

15.0

飲食店

44.2

飲食店

23.5

飲食店

34.6

サービス店

11.2

サービス店

13.7

サービス店

11.3

医療・保育・

公共施設

5.1

医療・保育・

公共施設

11.8

その他

6.8

その他

14.3

その他

15.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和６年度

令和３年度

平成30年度

図表4 商店街における業種別店舗数の割合
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0 

1.6 

1.6 

3.2 

3.2 

60.3 

60.3 

57.1 

61.9 

54.0 

60.3 

3.2 

3.2 

6.3 

4.8 

0 

3.2 

34.9 

36.5 

34.9 

31.7 

42.9 

33.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

百貨店、大型ディスカウント

店、衣料品店等

最寄品小売店

飲食店

医療・保育・公共施設

サービス店

図表5 最近１年間の商店街における業種別店舗数の変化

増えた 変わらない 減った 無回答
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１－４ 商店街の空き店舗の状況                        

商店街の空き店舗※数の平均店舗数は3.8店。前回調査の平均店舗数（2.9店）と比べると0.9

店増加した。 

最近１年間（前回調査までは最近３年間）の１商店街あたりの空き店舗数の変化をみると、

「増えた（20.6％）」と回答した商店街が、「減った（4.8％）」と回答した商店街を15.8ポイ

ント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※  「空き店舗」とは、従前は店舗であったものが、現状空きスペース（空き地、空きビル、空き倉庫等）になって

いるもの。 

 

 

  

3.8

2.9

4.1

0 5

図表6 １商店街あたりの平均空き店舗数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

（店）

33.3
40.4

15.8
10.5

36.2

44.8

6.9
12.1

20.6

63.5

4.8
11.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

増えた 変わらない 減った 無回答

図表7 最近１年間の１商店街あたりの空き店舗数の変化

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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１－５ 商店主の退店（廃業）の状況                      

最近１年間（前回調査までは最近３年間）に退店（廃業）した店舗数は、「０店」と回答し

た商店街が49.2％と最も多くなった。一方で、１店以上の退店（廃業）数は、「１店（14.3％)」、

「２店（7.9％)」、「３店（7.9％)」となっており、１店から３店までで30.1％を占めている。 

退店（廃業）した理由は、「商店主の高齢化・後継者の不在」が61.9％を占め、続いて「他

の地域への移転」が23.8％、「同業種との競合」が9.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.5

23.8

40.5

7.1

2.4
4.8 4.8

0 0 0 0 2.4
4.8

9.3

27.9

11.6

16.3

4.7

18.6

0 0
2.3

0
2.3

0

7.0

49.2

14.3

7.9 7.9

0 1.6 0 0 0 0 1.6 0

17.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0店 1店 2店 3店 4店 5店 6店 7店 8店 9店 10～

19店

20店

以上

無回答

図表8 最近１年間に退店（廃業）した店舗数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

19.0

0

0

0

0

0

9.5

23.8

61.9

17.1

0

2.9

5.7

8.6

2.9

5.7

20.0

65.7

23.5

0

2.9

2.9

2.9

5.9

17.6

17.6

67.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

公共施設の撤退

大型店の退店

立地条件・交通環境の悪化

商店街に活気がない

大型店の進出

同業種との競合

他の地域への移転

商店主の高齢化・後継者の不在

図表9 退店（廃業）した理由【複数回答（２つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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１－６ 商店街組織の専従事務局員の有無                    

商店街活動の担い手である商店街組織の76.2％は、専従事務局員（パート、アルバイトを

含む。）が「０名」の状態。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－７ 商店街組織の会員（組合員）数                     

商店街組織を形成する会員（組合員）数の平均は27.2人。前回調査の平均会員（組合員）

数（24.0人）と比べると3.2人増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.3

31.6
29.8

12.3

3.5 3.5
0 0

1.8
0 0 0

1.8
3.5

12.1 

34.5 

20.7 

17.2 

8.6 

3.4 

0 0 0 
1.7 

0 0 0 
1.7 

19.0 

28.6 

11.1 

19.0 

9.5 

0 

3.2 
1.6 1.6 

1.6 0 
1.6 

0 

3.2 

0%

10%

20%

30%

40%

１～

９人

10～

19人

20～

29人

30～

39人

40～

49人

50～

59人

60～

69人

70～

79人

80～

89人

90～

99人

100～

149人

150～

199人

200人

以上

無回答

図表12 商店街組織を形成する会員（組合員）数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

84.2

10.5
1.8 0 1.8 0 0 1.8

82.8

12.1

0 0 1.7 0 1.7 1.7

76.2

11.1 6.3
0 1.6 0 1.6 3.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

０名 １名 ２名 ３名 ４名 ５名 ６名以上 無回答

図表10 １商店街あたりの専従事務局員数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

27.2

24.0

30.2

0 10 20 30

図表11 １商店街あたりの平均会員（組合員）数

平成30年度

令和３年度

令和６年度

（店）
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１－８ 商店街の会員の年齢構成                        

商店街の会員の年齢構成は60～70代が最も多く55.4％で、前回調査（54.1％）と同水準に

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－９ 商店街の予算規模                           

商店街の予算規模については、「50万円未満」が28.6％、「50万円～100万円未満」が20.6％、

「100万円～150万円未満」が9.5％の順に多くなっている。 

１年前（前回調査までは３年前）との比較では、「増えた」が6.3％、「減った」が25.4％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

32.7

20.0

10.9

5.5
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3.6 3.6

7.3

1.8 1.8 1.8

10.9

20.7

17.2 17.2

5.2
1.7 1.7
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3.4

0

3.4
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15.5

28.6

20.6

9.5
6.3

7.9

0 1.6

4.8 4.8
3.2 1.6

11.1

0%

10%

20%

30%

40%

50万円

未満

50万円

～

100万円

未満

100万円

～

150万円

未満

150万円

～

200万円

未満

200万円

～

250万円

未満

250万円

～

300万円

未満

300万円

～

500万円

未満

500万円

～

1,000万円

未満

1,000万円

～

2,000万円

未満

2,000円

～

5,000万円

未満

5,000万円

以上

無回答

図表14 令和６年度の総事業予算

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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35.3

54.1
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0.3
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35.2

55.4

4.2
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10%

20%

30%

40%

50%

60%

10代 20～30代 40～50代 60～70代 80代以上

図表13 商店街の会員の年齢構成

令和３年度

令和６年度

8.8

47.4

31.6

12.310.3

53.4

24.1

12.1
6.3

57.2

25.4

11.1

0%

20%

40%

60%

80%

増えた 変わらない 減った 無回答

図表15 １年前との総事業予算額の変化

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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２ 商店街の景況と近年の変化について 

 

２－１ 商店街の現状の景況                          

商店街の現状の景況は、「衰退の恐れがある」が36.5％、「衰退している」が34.9％、「まあ

まあである（横ばいである）」が23.8％となっている。 

「衰退している」と回答した商店街が、前回調査と比べると9.9ポイント減少となった。一

方、前回調査同様「繁栄している」と回答した商店街は無かったものの、「繁栄の兆しがある」

と回答した商店街が前回調査より1.6ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0
1.7

13.8

34.5

46.6

3.4
0 0

17.2

34.5

44.8

3.4
0

1.6

23.8

36.5 34.9

3.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

繁栄して

いる

繁栄の兆し

がある

まあまあ

である

衰退の恐れ

がある

衰退して

いる

無回答

図表16 商店街の現状の景況

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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２－２ 最近の商店街への来街者の動向                     

最近１年間（前回調査までは最近３年間）の商店街への来街者数の変化については、「減っ

た」と回答した商店街は42.9％で、前回調査（86.2％）と比べると43.3ポイント減少した。

「増えた」と回答した商店街は、前回調査は0％だったが、今回は6.3ポイント増加した。 

来街者が「増えた」又は「変わらない」要因について前回調査と比べると、「集客イベント

等の実施」が36.0ポイント、「商店街の情報の発信」が3.0％増加した。 

一方、「減った」要因について前回調査と比べると、「地域の人口減少」が14.0ポイント、

「業種・業態の不足」、「魅力ある店舗の減少」が4.0ポイント増加した。 
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24.1

63.8

8.6
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8.6
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20%

40%

60%

80%

100%

増えた 変わらない 減った 無回答

図表17 最近１年間の商店街への来街者数の変化
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令和３年度

令和６年度
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図表18 最近１年間の商店街への来客者数の増加要因

【複数回答（３つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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光
客
の
減
少

そ
の
他

図表19 最近１年間の商店街への来街者数の減少要因

【複数回答（３つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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３ 商店街の問題と取組状況について 

 

３－１ 商店街の抱える問題                          

現況の商店街が抱える問題は、「商圏人口の減少（62.3％）」、「経営者の高齢化による後継

者問題（60.7％）」、「店舗等の老朽化（47.5％）」、が上位を占めた。 

前回調査と比べると、「商圏人口の減少」は6.5ポイント高くなり「経営者の高齢化による

後継者問題」は16.2ポイント低く、順位が逆転した。 
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その他

チェーン店等が商店街の組織化や

活動に非協力的

道路整備や公共施設の移転等

周辺環境の変化

駐車場・駐輪場の不足

業種構成に問題がある

人手不足

空き店舗の増加

大型店との競合

物価高騰

集客力が高い・話題性のある店舗・業種

が少ない又は無い

店舗等の老朽化

経営者の高齢化による後継者問題

商圏人口の減少

図表20 商店街の抱える問題【複数回答（３つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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３－２ 経営者の後継者問題に対する商店街の取組状況              

商店街が抱える問題のうち、商店街の後継者対策への取組については、「対策は講じていな

い（89.2％）（前回調査比：▲5.7ポイント）」、「後継者候補へ教育を実施（5.4％）（前回調査

比：＋2.8ポイント）」、「外部から後継者を募集（2.7％）（前回調査比：＋0.1ポイント）」と

なり、取組状況は極めて低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.3 0

96.7

02.6 2.6

94.9

0
5.4 2.7

89.2

2.7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

後継者候補へ

教育を実施

外部から後継者

を募集

策は講じていない 無回答

図表21 商店街における後継者対策

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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３－３ 個店の魅力向上のための取組状況                    

魅力ある店舗を形成するための個店の改善策・活性化策について、「一部でも行った」と回

答のあった取組は、「スマートレジ等ITの活用」が34.9％、「店内改装、店内レイアウトの変

更」、「インターネット販売の導入」、「販売促進（POP・ディスプレイ・チラシ等）の強化」が

31.7％で並んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.2

12.7

19.0

20.6

30.2

31.7

31.7

31.7

34.9

57.1

31.7

42.9

30.2

30.2

30.2

27.0

34.9

27.0

19.0

28.6

19.0

31.7

20.6

20.6

22.2

15.9

22.2

20.6

27.0

19.0

17.5

19.0

20.6

15.9

17.5

15.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

営業時間の延長または営業日の拡大

各種サービスの改善

業種転換・業態変更

商品構成の見直し・変更

テイクアウト販売の導入

販売促進（ＰＯＰ・ディスプレイ・チラシ等）

の強化

インターネット販売の導入

店舗改装、店内レイアウトの変更

スマートレジ等ITの活用

図表22 商店街における個店の改善策・活性化策について

一部でも行った 行っていない わからない 無回答
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３－４ 空き店舗が埋まらない理由                           

空き店舗が埋まらない理由〔Ａ．地主や家主等貸し手側の都合によるもの〕については、

「店舗の老朽化（59.0％）」、「空き店舗情報の提供が不足（28.2％）」、「所有者に貸す意思が

ない（25.6％）」の順に多くなっている。 

空き店舗が埋まらない理由〔Ｂ．テナント等借り手側の都合によるもの〕については、「店

舗の老朽化（43.6％）」、「家賃の折り合いがつかない（28.2％）」「商店街に活気・魅力がない

（25.6％）」、「一部を住居として使用されているため出店したいと思わない（25.6％）」の順

に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

27.6

20.7

34.5

10.3

20.7
17.2

10.3 10.3

31.3

21.9

40.6

12.5 12.5
15.6

3.1

9.4

43.6

28.2
25.6 25.6

20.5

12.8

7.7 7.7

0%

10%

20%

30%

40%

50%

店
舗
の
老
朽
化

家
賃
の
折
り
合
い

が
つ
か
な
い

商
店
街
に
活
気
・

魅
力
が
な
い

一
部
を
住
居
と
し
て

使
用
さ
れ
て
い
る

た
め
出
店
し
た
い
と

思
わ
な
い

店
が
補
修
・
拡
張

で
き
な
い

立
地
条
件
・
交
通

環
境
が
よ
く
な
い

空
き
店
舗
に
関
す
る

情
報
が
入
手
で
き

な
い

そ
の
他

図表24 空き店舗が埋まらない理由

〔Ｂ．テナント等借り手側の都合によるもの〕【複数回答（２つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度

36.1

16.7

25

13.9
13.9 8.3

2.8 2.8

19.4

45.5

12.1

21.2 18.2
15.2

24.2

3.0
0 6.1

59.0

28.2 25.6 23.1

7.7 7.7 5.1
0

15.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

店
舗
の
老
朽
化

空
き
店
舗
情
報
の

提
供
が
不
足

所
有
者
に
貸
す

意
思
が
な
い

家
賃
の
折
り
合
い

が
つ
か
な
い

店
が
補
修
・
拡
張

で
き
な
い

商
店
以
外
に

な
っ
た

入
居
業
種
に
条
件

を
付
け
て
い
る

貸
す
意
思
は
あ
る
が

契
約
等
が
面
倒

そ
の
他

図表23 空き店舗が埋まらない理由〔Ａ．地主や家主等貸し手側

の都合によるもの〕【複数回答（２つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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３－５ 空き店舗の発生に対する商店街の取組状況                

空き店舗の発生に対する商店街の取組は、51.3％の商店街が「特に関与していない」との

回答であり、前回調査と比べると5.0ポイント増加した。 

空き店舗の発生に対する取組を行っている商店街では、「創業者支援(小売未経験者のチャ

レンジショップ等による店舗開業)の場として活用（7.7％）（前回調査比：▲16.7ポイント）」、

「空き店舗情報の積極的な発信による新規出店の促進（5.1％）（前回調査比：▲12.0 %）」、

「家主に対して賃貸の要請を行う（5.1％）（前回調査比：▲4.7ポイント）」、「NPO、産学官連

携などの活動の場として提供（5.1％）（前回調査比：＋0.2ポイント）」などの取組を行って

いるが、前回調査時よりも取り組んでいる割合は減少傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.3

0

0

0

0

2.6

2.6

2.6

5.1

5.1

5.1

7.7

51.3

7.3

0

4.9

4.9

7.3

0

2.4

9.8

4.9

9.8

17.1

24.4

46.3

10.5

0

0

7.9

0

2.6

2.6

7.9

0

5.3

18.4

10.5

71.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

空き店舗について特に問題と感じていない

家主と協力し、住居賃借向けに改装

その他

業種・業態を考慮したうえで積極的に

店舗を誘致する

家賃補助、改装費などの補助

商店街にとってマイナスとなる店舗の

進出（出店）の抑制

駐車場又は駐輪場として活用・利用

コミュニティ施設（イベント・交流サロン・子育て支援・

福祉施設・休憩所など）として活用

NPO、産学官連携などの活動の場

として提供

家主に対して賃貸の要請を行う

空き店舗情報の積極的な発信による

新規出店の促進

創業者支援（小売未経験者のチャレンジ

ショップ等による店舗開業）の場として活用

特に関与していない

図表25 商店街における空き店舗の発生に対する取組

【複数回答（３つまで）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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３－６ テナントミックスの取組                        

テナントミックスの実現に向けた取組の内容としては、「不足する業種の店舗の誘致活動の

実施（4.8％）」、「土地を定期借地等で借り上げてテナント管理権限を商店街組織に集約（土

地の所有と使用の分離）（1.6％）」となっている。一方で、「取り組んでいない」は84.1％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.5

3.2

0

0

1.6

4.8

84.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

空き店舗を借り上げてサブリースを実施

不足する業種の店舗を、商店街組織自らで経営

土地を定期借地等で借り上げてテナント管理権限を

商店街組織に集約（土地の所有と使用の分離）

不足する業種の店舗の誘致活動の実施

取り組んでいない

図表26 テナントミックス実現に向けた取組

【複数回答（いくつでも）】
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４ 商店街における組織やその活動について 

 

４－１ 商店街の地域（各種団体等）との連携状況                 

商店街の後継者不足、新たな担い手の不足などを補完し、地域住民のニーズに対応した取

組や地域の伝統文化の継承、安心・安全などの取組を行うためには、地域の各団体等の連携

の促進がますます重要な課題となっている。 

商店街の地域の各種団体との地域連携の状況は、全体の63.5％の商店街が地域の各種団体

との連携を行っている。 

具体的な連携先は、「商工会・商工会議所（77.5％）」、「自治会・町内会・婦人会（57.5％）」、

「市町村等の行政機関（47.5％）」の順に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74.1

20.7

5.2

72.4

13.8 13.8

63.5

25.4

11.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

はい いいえ 無回答

図表27 商店街と地域の各種団体との連携の有無

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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0

2.5

5.0

5.0

5.0

7.5

7.5

10.0

12.5

12.5

35.0

42.5

47.5

57.5

77.5

0

0

0

2.4

9.8

0

12.2

17.1

12.2

17.1

31.7

46.3

48.8

53.7

85.4

2.3

2.3

0

4.7

7.0

2.3

11.6

4.7

14.0

16.3

30.2

39.5

53.5

58.1

86.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

老人クラブ

社会福祉施設

託児所・幼稚園・

保育所

ＰＴＡ

民間企業等

警察・消防団

教育機関

（学校・大学等）

ＮＰＯ

ボランティア団体

まちづくり協議会

他の商店街

市町村等の行政機関

自治会・町内会・

婦人会

商工会・商工会議所

図表28 商店街と連携している地域の各種団体【複数回答（いくつでも）】

平成30年度

令和３年度

令和６年度
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４－２ 商店街が実施しているソフト事業                    

商店街が取組中のソフト事業は、「祭り・イベント（60.3％）」、「環境美化・エコ活動（49.2％）」、

「共同宣伝（マップ・チラシ等）（38.1％）」、「防災・防犯（33.3％）」が上位を占めている。 

また、検討中のソフト事業は、「エリアマネジメント（20.6％）」「空き店舗対策、新規出店

支援、起業支援等（19.0％）」「高齢者向けサービス（19.0％）」が主なものとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

0

1.6

3.2

3.2

4.8

7.9

9.5

9.5

11.1

12.7

15.9

20.6

22.2

23.8

28.6

33.3

38.1

49.2

60.3

0

6.3

17.5

3.2

3.2

6.3

19.0

19.0

20.6

7.9

17.5

14.3

11.1

11.1

15.9

14.3

17.5

7.9

7.9

9.5

42.9

65.1

58.7

65.1

65.1

65.1

49.2

49.2

44.4

54.0

46.0

46.0

47.6

46.0

39.7

36.5

27.0

31.7

22.2

17.5

57.1

28.6

22.2

28.6

28.6

23.8

23.8

22.2

25.4

27.0

23.8

23.8

20.6

20.6

20.6

20.6

22.2

22.2

20.6

12.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

有償ボランティアなどの

コミュニティビジネス

外国人観光客の受入のための取組

移動手段の提供

配食サービス

移動販売

高齢者向けサービス

空き店舗対策、新規出店支援、起業支

援等

エリアマネジメント

商品の宅配、買物代行

子育て支援サービス

勉強会・学習会

サービス券、スタンプ・ポイントカード

共通商品券（飲み歩き券、

食べ歩き券等を含む）

キャッシュレス端末の導入

HPやSNSなどを活用した情報発信

防災・防犯

共同宣伝（マップ、チラシ等）

環境美化、エコ活動

祭り・イベント

図表29 商店街が実施しているソフト事業

取組中 検討中 予定なし 無回答
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４－３ 商店街が実施しているハード事業                    

商店街が実施しているハード事業は、「街路灯の設置（LED化を含む）（61.9％）」、「休憩所・

ベンチ・トイレの設置（22.2％）」、「駐車場の設置（22.2％）」が上位を占めている。 

また、検討中のハード事業は、「防犯設備（カメラ等）の設置（17.5％）」、「バリアフリー

対応（9.5％）」が主なものとなっている。 

 

 

 

 

  

0

0

1.6

1.6

3.2

3.2

4.8

7.9

9.5

11.1

11.1

15.9

20.6

22.2

22.2

61.9

0

1.6

1.6

1.6

0

1.6

3.2

4.8

1.6

0

0

4.8

0

0

3.2

4.8

1.6

0

3.2

3.2

1.6

0

6.3

9.5

1.6

1.6

1…

4.8

4.8

1.6

4.8

1.6

52.4

77.8

77.8

77.8

77.8

69.8

71.4

65.1

74.6

73.0

57.1

60.3

58.7

61.9

57.1

17.5

3.2

11.1

1.6

1.6

46.0

17.5

15.9

15.9

17.5

14.3

14.3

12.7

12.7

14.3

14.3

14.3

14.3

14.3

12.7

12.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

アーチの設置

観光施設の設置

商店街の外観統一

商店街組織による

店舗の設営

アーケードの設置

商店街内での

Wi-Fi設備の設置

バリアフリー対応

多目的ホール

（交流施設を含む）の設置

駐輪場の設置

防犯設備（カメラ等）

の設置

案内板、統一看板の設置

カラー舗装など

歩行空間の整備

駐車場の設置

休憩所・ベンチ・トイレの設置

街路灯の設置

（LED化を含む）

図表30 商店街が実施しているハード事業

実施済み 取組中 検討中 予定なし 撤去済 無回答
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４－４ キャッシュレス決済の取組                       

キャッシュレス決済の取組状況については、50％以上の店舗で導入している商店街が

36.5％、10％～50％未満の店舗で導入している商店街が 30.1％となっている。 

キャッシュレス決済の導入のための取組は、「各個店への決済事業者の紹介・あっせん

（21.6％）」、「決済事業者との包括契約締結による手数料軽減（5.9％）」となっている。 

キャッシュレス決済の導入による生産性向上への寄与は、「売上の拡大（27.0％）」、「現金管理

の手間の削減（24.3％）」となっている。 

キャッシュレス決済の導入が進まない要因は、「キャッシュレス決済に伴う追加的な手数料負担

（53.2％）」、「端末等の操作・利用方法が難しい（27.7％）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100%, 6.3

80％以上

100％未満 15.9

50％以上

80％未満, 14.3

30％以上

50％未満, 9.5

10％以上

30％未満, 20.6

10％未満, 1.6

分からない, 22.2

無回答, 9.5

図表31 キャッシュレス決済の取組状況

68.6

5.9

0

2.0

2.0

5.9

21.6

0% 20% 40% 60% 80%

取組は行っていない

その他

決済用端末の一括購入・貸出し

商店街独自電子マネーの導入

補助金等の財政的支援の活用

決済事業者との包括契約締結による手数料軽減

各個店への決済事業者の紹介・あっせん

図表32 キャッシュレス決済の導入推進のための取組

【複数回答（いくつでも）】
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24.3

8.1

2.7

8.1

24.3

27.0

48.6

0% 20% 40% 60%

導入していない

その他

購買情報利活用によるマーケティング等

従業員による売上現金紛失等のトラブル減少

現金管理の手間の削減

売上の拡大

生産性向上の効果は感じていない

図表33 キャッシュレス決済の導入による生産性への寄与

【複数回答（いくつでも）】

27.7

8.5

10.6

14.9

19.1

27.7

53.2

0% 20% 40% 60%

特に要因となっていることはない

その他

キャッシュレス決済を行う機器等を持っている利用

客が少ない

費用対効果がよくわからない

決済用端末の購入・リース費用負担

端末等の操作・利用方法が難しい

キャッシュレス決済に伴う追加的な手数料負担

図表34 キャッシュレス決済の導入が進まない要因

【複数回答（いくつでも）】
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４－５ デジタルトランスフォーメーション実現のための取組                      

キャッシュレス決済以外のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）実現への取組状況

については、「ＤＸ関係の取組は行っていない」が 89.4％となっている。 

取組内容をみると、「来街者の購買データ等の集約・データ分析（6.4％）」、「販促等、マー

ケティングへのデータ活用（4.3％）」、となっている。 

ＤＸ導入が進まない要因については、「経営者がＤＸの必要性を感じていない（49.0％）」、

「ＤＸそのものがよくわからない、知らない（36.7％）」、「ＤＸ化にあたり何をすればよいか

わからない（12.2％）」の順に多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

0

0

2.1

4.3

6.4

89.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

ＩＴリテラシー・スキル向上のための講習

来街者の性別・年代等を把握するカメラの導入

スマートレジの導入

販促等、マーケティングへのデータ活用

来街者の購買データ等の集約・データ分析

ＤＸ関係の取組は行っていない

図表35 キャッシュレス決済以外のＤＸの取組

【複数回答（いくつでも）】

34.7

2.0

0

8.2

10.2

12.2

36.7

49.0

0% 20% 40% 60%

特に要因となっていることはない

その他

システム開発企業との関係構築が難しい

ＤＸ化する業務が決まっていない

システム刷新期間が長期、コストもかかる

ＤＸ化にあたり何をすればよいかわからない

ＤＸそのものがよくわからない、知らない

経営者がＤＸの必要性を感じていない

図表36 DXの導入が進まない理由

【複数回答（いくつでも）】
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５ その他 

 

５－１ 新型コロナウイルス感染症のまん延による影響              

新型コロナウイルス感染症のまん延による影響について、商店街全体の売上高への影響に

ついては、「非常に大きな影響が出ている（50％以上減）（12.5％）」、「影響が出ている（30

～50％程度減）（21.9％）」、「多少影響が出ている（10～30％程度減）（32.8％）」と全体の７

割近くは『影響が出ている』となっている。 

商店街全体の来街者への影響についても同様の傾向で、全体の６割は『影響が出ている』

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常に大きな

影響が出ている

（50％以上減）

12.5%

影響が出ている

（30～50％程度減）

21.9%

多少影響が

出ている

（10～30％程度減）

32.8%

ほとんど影響はない

（0～10％程度減）

17.2%

新型コロナウイルス

感染症まん延前より

良くなっている

3.1%

無回答

12.5%

図表37 新型コロナウイルス感染症のまん延に

よる影響（商店街全体の売上高への影響）

非常に大きな

影響が出ている

（50％以上減）

9.4%

影響が出ている

（30～50％程度減）

21.9%

多少影響が

出ている

（10～30％程度減）

29.7%

ほとんど影響はない

（0～10％程度減）

21.9%

むしろ新型コロナウイルス感

染症まん延前より良くなって

いる

4.7%

無回答

12.5%

図表38 新型コロナウイルス感染症のまん延に

よる影響（商店街全体の来街者数への影響）
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商店街全体の空き店舗への影響については、全体の４割超は『影響が出ている』となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常に大きな

影響が出ている

（50％以上増）, 3.1%

影響が出ている

（30～50％程度増）, 

10.9%

多少影響が

出ている

（10～30％程度増）, 28.1%

ほとんど影響はない

（0～10％程度増）, 40.6%

むしろ新型コロナ

ウイルス感染症ま

ん延前より良く

なっている, 3.1%

無回答, 14.1%

図表39 新型コロナウイルス感染症のまん延に

よる影響（商店街全体の空き店舗への影響）


